
平成２１年度　上川中部森林管理署公共工事契約状況

　　　　　分任支出負担行為担当官

　　　　　上川中部森林管理署長　　小原　正人

工事番号 業務名称 業務場所 業務期間 業務種別 業務概要 入札及び契約方式 予定価格

黒岳沢治山工事

実施測量及び設計業務

業務着手の時期 業務完成の時期 調査基準価格

平成２１年１１月 平成２１年１２月

指名した者の商号又は名称、入札及び落札金額　　　別紙のとおり

契約の相手方の商号又は名称及び住所 札幌市中央区北３条東３丁目１番地３０

契約月日 　　　平成２１年１１月４日 国土防災技術北海道株式会社

契約金額 　　 4,200,000　円 代表取締役　　朝日　敏治

当該競争に参加しようとした者の商号又は名称並びにこれらのうち当該競争に参加させなかった者の商号又は名称及びその者を参加させなかった理由

別紙様式２　競争参加資格確認結果通知書のとおり

予決令第７３条の規定により一般競争に参加する者に必要な資格をさらに定め、その資格を有する者により当該競争を行わせた場合における当該資格

（１）　予算決算及び会計令（昭和２２年勅令第１６５号。以下「予決令」という。）第７０条及び第７１条の規定に該当しない者であること。

　　　　なお、未成年者、被保佐人又は被補助者であって、契約締結のために必要な同意を得ている者は、同条中、特別の理由がある場合に該当する。

（２）　北海道森林管理局における測量・設計コンサルタント等に係るＡ等級又はＢ等級又はＣ等級の一般競争参加資格の認定を受けていること（会

　　　社更正法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続き開始の申し立てがなされている者又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に

　　　基づき再生手続開始の申立てがなされている者については、手続き開始の決定後、北海道森林管理局長が別に定める手続きに基づく一般競争参

　　　加資格の再確認を受けていること。）。

（３）　建設コンサルタント登録規程に基づき森林土木の登録を受けていること。

（４）　会社更生法に基づき再生手続き開始の申し立てがなされている者又は民事再生法に基づき再生手続き開始の申し立てがなされている者（上記

　　　（２）の再確認を受けた者を除く。）でないこと。

（５）　平成６年度以降に元請けとして、以下に示す同種の業務を実施した実績を有すること。

　　　　同種業務：治山事業における渓間工の実施測量及び設計業務

（６）　次に掲げる基準を満たす管理技術者を当該業務に配置できること。

　　　①　技術士法（昭和３２年法律第１２４号）第１４条に規定する技術士の登録（森林土木部門の登録に限る。）を受けた者又は、次のいずれか

設計業務 4,639,000　円３ 上川郡上川町 約２ヶ月 測量設計 一般競争入札



　　　　に該当する者。

　　　※学校教育法（昭和２２年法律第２６条）による大学（同法６９条の２に規定する大学（以下「短期大学」という）を除く）又は旧大学令（大

　　　　正７年勅令第３８８号）による大学において、林業又は土木に関する課程を修めて卒業した者であって、卒業後森林土木部門の職務に従事し

　　　　た期間が１８年以上ある者。

　　　※短期大学、学校教育法による高等専門学校又は旧専門学校令（明治３６年勅令第６１号）による専門学校において、林業又は土木に関する課

　　　　程を修めて卒業した者であって、卒業後森林土木部門の職務に従事した期間が２３年以上ある者。

　　　※学校教育法による高等学校若しくは旧中等学校令（昭和１８年勅令第３６号）による中等学校を卒業した者又はこれと同等以上の資格を有す

　　　　る者のうち林業若しくは土木の知識及び技術を有している者であって、卒業（上記学校の卒業と同等以上の資格を取得した場合を含む）後森

　　　　林土木部門の職務に従事した期間が２７年以上ある者。

　　　※（社）日本森林技術協会が行う林業技師の登録（森林土木部門に限る）を受けた者又はこれと同等の能力を有する者であって、森林土木部門

　　　　の職務に従事した期間が８年以上ある者。

　　　②　平成６年度以降に、上記（５）に掲げる業務の経験を有する者であること。

（７）　競争参加資格確認申請書（以下「申請書」という。）及び競争参加資格確認資料（以下「資料」という。）の提出期限の日から開札の時まで

　　　の期間に、北海道森林管理局長から「工事請負契約指名停止等措置要領の制定について」（昭和５６年６月１１日付け５９林野経第１５６号林

　　　野庁長官通知）に基づく指名停止を受けていないこと。

（８）　北海道森林管理局管内に本店、支店又は営業所を有している者を対象とする。なお、高度な調査・設計業務を発注する場合については、この

　　　限りではない。

（９）　警察当局から暴力団員が実質的に経営を支配する建設業者又は準ずるものとして農林水産省発注工事等からの排除要請があり、当該状態が継

　　　続している者でないこと。

　　　○　予定価格及び調査基準価格は、消費税及び地方消費税を除いたものである。


